
2026 年２月 27 日 
 

吸収合併に関する事前開示書類 

 
東京都港区東新橋一丁目５番２号 

リコーリース株式会社 
代表取締役社長執行役員  中村 徳晴 

 
当社は、2025 年 11 月７日開催の取締役会において、2026 年４月１日を効力発生日とし

て、当社を吸収合併存続会社、当社完全子会社であるテクノレント株式会社（以下、「テク
ノレント」といいます。）を吸収合併消滅会社とする吸収合併 （以下「本合併」といいます。）
を行うことを決議し、テクノレントとの間で、合併契約（以下「本合併契約」といいます。）
を締結いたしました。 

本合併に関する事前開示事項（会社法第 794 条第１項、会社法施行規則第 191 条）は、
以下のとおりです。 
 
１. 本合併契約の内容 

本合併契約の内容は、別紙１のとおりです。 
 

２. 合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第１号） 
本合併契約においては、当社が、本合併に際し、テクノレントの株主に対して、その

株式に代わる金銭等を交付しない旨を定めております。本合併は完全親子会社間の合併
であることから、当該定めは相当であると判断しております。 
 

３. 吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第
２号） 

該当事項はありません。 
 

４. テクノレントに関する事項（会社法施行規則第 191 条第３号） 
（１） 最終事業年度（2024 年４月１日から 2025 年３月 31 日まで。以下同じです。）に係

る計算書類等の内容 
テクノレントの最終事業年度に係る計算書類等の内容は、別紙２記載のとおりです。 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 
該当事項はありません。 
 



（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社
財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
該当事項はありません。 

 
５. 当社において最終事業年度（2024 年４月１日から 2025 年３月 31 日まで）の末日後に

生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与
える事象の内容（会社法施行規則第 191 条第５号イ） 

該当事項はありません。 
 

６. 当社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 191 条第６号） 
2025 年３月 31 日現在、当社及びテクノレントの貸借対照表における資産の額、負債

の額及び純資産の額は、以下のとおりです。 
 当社 テクノレント 
資産の額 1,367,110 百万円 29,257 百万円 
負債の額 1,138,582 百万円 22,016 百万円 
純資産の額 228,527 百万円 7,241 百万円 
いずれの会社についても、本合併の効力発生日までに資産及び負債の状態に重大な変

動を生じる事態は現在のところ予測されておらず、本合併後における当社の資産の額は
負債の額を十分に上回る見込みです。 

これに加え、当社の収益及びキャッシュフローの状況等に鑑みて、本合併の効力発生
日以降も、当社の債務は履行の見込みがあると判断いたします。 

 
以 上 



別紙１
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１． 営業概況

（１） 当期（２０２４年度・第４２期）営業概況

　　

当会計年度におけるわが国経済は、賃金と物価の持続的な上昇を背景に、緩やかな回復基調を維持しました。
一方、

　

地政学リスクの高まりや日銀によるマイナス金利政策解除、急激な為替の変動など、先行きは不透明な状況が継続してお

　

ります。企業の設備投資においては、人手不足の解消を目的とした効率化・省
力化への投資がみられる一方で、人件費や

　

原材料高をはじめとしたコストの増加、地政学リスクの顕在化・深刻化によるグ□－バルサプライチェーンの混
乱等により、楽

　

観視できない状況にあるものと認識しております。

　　

このような状況下において、当社は、成約に関してはコ□ナ禍関連ビジネスの反動減があっ
たものの、Ｗｉｎｌｌのマイグレー

　

ション需要や、既存大口取引先との取引拡大や新規顧客の獲得等でカバーし、過
去最高を更新いたしました。損益に関し

　

ては、売上高１７，３７１百万円 （対前年比２．２％
減）、営業利益Ｌ１３８百万円 （対前年比１４．６％増）となり、営業

利

　

益は過去最高を更新いたしました。

（２） 来期（２０２５年度・第４３期）の営業方針

　　

来期の経営環境は、日銀の政策変更に伴う金利の上昇や、米国の関税政策変更による影響な
ど景気の先行き不透

　

明感は高まりつつあり、これまで以上に外部環境の変化に対する柔軟な対応が問われる状況で
あるものと認識しております。

　　

このような環境の中、当社は、グルーメ戦略であるａｓ

　

ａ

　

Ｓｅｒｖｉｃｅ事業の中核会社としてＰＣ／Ｄａａｓビジネスの展開加

　

速，レンタル顧客基盤の拡大を推進するとともに、グループ中長期ビジョン『循環創造企業へ』を目指し、経
営理念に掲げる

　

「豊かな未来」の実現に向け、取り組んでまいります。

【２０２５年度・第４３期業績目標】

総売上高２０，０８９百万円 （レンタル売上高１６β８４
百万円）、営業利益１，４０４百万円、レンタル成約高２３６２５

百万

円を目指します。

【２０２５年度・第４３期重点施策１

１）Ｐａｒｔｎｅｒ連携によるチャネル拡大

２）ＳＦＡの導入による新たな営業マネジメント

３）ＴＦＵ＼Ｍを用いた営業戦略／スタイルの変革

４）ＰＣ本体に組み合わせる役務サービスの拡充

５）ＣＳ経営の向上

これらの目標を達成するために、役職員一丸となって選進してまいります。

株主様におかれましては、今後ともより一層のご支援・ご鞭護を賜りますようお願い申し上
げます。

２



２， 財産及び損益の状況

＼

　　

其月

　

別

　

＼ ÷” “ー

　　　

＼＼＼項

　

目

第 ４２期

２０２５年３月期

第４１期

２０２４年３月期

第 ４０期

２０２３年３月期

第 ３９期

２０２２年３月期

売

　　

上

　　

高 １７′３７１′３１９′
９９４円 １７′フ６４′８０９′８０

８円 １７′５４３′１６０′１５１円
１７′０５４′８３２′２７８円

経

　

常

　

利

　

益 １′１４１′フ７６′０６
３円 ９９７′５３６′８１１円 １′６５７′

５２３′７９１円 １′６
０９′２７３′８６５円

当

　

期

　

純 利

　

益 ７９２′２５６′８３３円 ６９１′３８５′４５２円
１′１６４′２１０′６４５円

１′１１６′７５７′８２
２円

一

　

株

　

当

　

た り

当 期 純 利 益
４８′９０４円 ４２′６７８円 ７１′８６５円 ６８′９３６円

純

　　

資

　　

産 ７′２４１′１９０′７２９円
６′４４８′９３３′８９

６円 ５′７５７′５４８′
４４４円 ４′５９３′３３７′７

９９円

総

　　

資

　　

産 ２９′２５７′６６７′９９７円
２２′フ５７′１９７′２

３９円 １９′８９６′３６５′７４５円
１８′４５３′３８１′

８０４円

３． 会社の概況（２０２５年３月３１日現在）

（１） 主要な事業内容

事業内容 売上高

①

　　　

測定機器、試験機器、通信機器、光学機器の賃貸並びに販売 ＬＩＩＩ百万円

②

　　　

電子計算機、事務機器の賃貸並びに販売
１５，７９９百万円

③

　　　

ＭＦＰ従量料金、技術サービス他 ４６１百万円

（２） 事業所

本

　　　

社

　　　　

東京都港区東新橋１－５－２

　

汐留シティセンター１９Ｆ

横浜技術センター

　　　

神奈川県横浜市鶴見区生麦２－ ２８

大阪事業所

　　　　　

大阪府大阪市北区堂島浜 ２‐２８

　

掌島アクシスビル９Ｆ

中部事業所

　　　　　

愛知県名古屋市中村区名駅１丁目１‐４

〕Ｒセントラルタワーズ５０Ｆ（Ｗｅｗｏｒｋ］Ｒセントラルタワーズ名古屋 内）

（３） 使用人の状況

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男

　

女

７７名

５９名

△２名

△１名

４４，３歳

３７，４歳

１４．２年

８，５年

合

　

計 １３６名 △３名 ４１，３歳 １１．７年

（４） 借入先

借

　

入

　

先 借入金残高

リコーリース株式会社 １８′９８０′０００′００
０円

合

　　　　　

計 １８′９８０′０００′００
０円

３



（５） 株式の状況

①

　

発行可能株式総数

　　　　　　

２４

　

０００株

②

　

発行済株式の総数

　　　　　　

１６

　

２００株

③ 当事業年度末の株主数

　　　　　　　　　

１名

④ 大株主

株

　

主

　

名
当社への出資状況
持株数 議決権比率

リコーリース株式会社

　　　

株

１６′

　

２００

　　　　　　

吸ｏ

１００， ０

合

　　

計 １６′

　

２００ １００． ０

（６） 取締役及び監査役

地

　

位 氏

　

名 担

　

当 他の法人等の代表状況等

代表取締役 黒

　

川

　

憲

　

司 社長執行役員 リコーリース株式会社

　

執行役員

取締役 高

　

木

　

明

　

人 会長 リコーリース株式会社

　

常務執行役員

取締役 大

　

洋

　　

洋 リコーリース株式会社

　

常務執行役員

取締役 佐々木 麻利 常務執行役員 リコーリース株式会社

　

執行役員

監査役 松

　

上

　

恵

　

美 リコーリース株式会社

　

執行役員

（７） 役員の報酬等の総額

区

　

分 人

　

数 報酬等の額 摘

　

要

取締役 ３

　

人 ５２′フ９９′９９６

　

円

監査役 ‐

　

人 ‐ 円

（注）１，役員報酬限度額

　　　

取締役

　

年額

　

４ＱＯＯＯ′０００円、 監査役

　

年額

　

ＩＬＯＯＯ′０００円

　

２．支給人員の他 無報酬の取締役１名、監査役１名がいる。

　

３．期末現在の人員は、取締役４名監査役１名である。

４
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貸

　

借

　

対

　

照

　

表
２０２５年３月３１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

テクノレント桝ミ式翁珠止（単位：円）
資

　　

産

　　

の

　　

部 負

　　

債

　　

の

　　

部

流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
未収レンタル料
商品
貯蔵品
仮払法人税
前払費用
繰延税金資産
前払金
末収入金
末収消費税等
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

　

レンタル資産

　　

減価償却累計額

　

建物

　　

減価償却累計額

　

器具備品

　　

減価償却累計額

　

土地

　

レンタル資産減損損失累計額

無形固定資産

　

電話加入権

　

ソフトウエア

　

電信電話専用施設利用権

　

投資その他の資産

　

投資有価証券

　

敷金

　

敷金原状回復費用累計

　

長期差入保証金

　

繰延税金資産

　

その他投資

【

　　

５７４０，３４７′３０９１

　　

３２９′９４２′９３９

　　　　

４８４′０００

　　

２１１′９０８′４６０

　　

２′１２０′３７１′４７６

　　　

４′６８１′６９２

　　　

５９′８１６′２８３

　　

２′８０３′８７８′４８０

　　　

６′８５７′８２３

　　

２３７′９５７′５５１

　　

△３５′５５１′３９５

【

　

２３，５１７，３２０，６８８１

（

　

２２，７９０，３３６，７８５）

　　

６１′２２３′９１１′４５２

△３８，４８７，８４９，８９３

流動負債

　

買掛金
短期借入金
長期借入金（１年以内返済）

未払金
未払消費税等
未払費用
末払法人税等
前受金

　

前受レンタル料

預り金
賞与引当金

固定負債

　

長期借入金

　

退職給付引当金

【

　

２１，７６１，３８５，４８６１

　　

１′３４５′７７４′８１１

　

１８′９８０′０００′０００

　　　

３′００８′６０３

　　

２４５′１３６′５０２

　　

３３１′７９３′２００

　　　

１′５６２′９８８

　　

６９７′７７０′２８２

　　　

５′３９７′６００

　　

１５０′９４１′５００

　

【

　　

２５５′０９１，７８２１

　　

２５５′０９１′７８２

２２′７３６′０６１′５５９

　　

１４′７５７′７９０

　　

△９，７０３，００４

　　

５′０５４′７８６

　

３９０′７３０′６７６

△３４１，６９５，１６８

　　

４９′０３５′５０８

　　　

１８４′９３２

（

　　

５，０５９６８８）

　　　　　　

６１

　　

５β５９′６２７

（

　

フ２１，９２４２１５）

　　

１′３３２′０００

　

△６′３００′２３８

　　　

２８０′５４２

　

７２６′１１１′９１１

　　　

５００′０００

　

５′０５４′７８６

３９０′７３０′６７６

△３４１，６９５，１６８

負

　

債

　

合

　

計 ２２′０１６′４７７′２６８

純

　

資

　

産

　

の

　

部

株

　

主

　

資

　

本

資

　　

本

　　

金

資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金

　

その他利益剰余金

　

繰越利益剰余金

評価・換算差額等

　

その他有価証券評価差額金

【

　　

７之４１，１９Ｑ７２９１

　　

４９９′０００′０００

　　

（

　

３１１，０００，０００）

　　

３１１′０００′０００

（

　

６４３１，１９０，７２９）

　　

６′４３１′１９０′７２９

　　

６′４３１′１９０′７２９

純

　

資

　

産

　

合

　

計 ７′２４１′１９０′７２９

資

　

産

　

合

　

計 ２９′２５７′６６７′９９７ 負債・純資産合計 ２９′２５７′６６７′９９７

６



損

　

益
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書
目

　

２０２４年

　

４月

　

１日

至

　

２０２５年

　

３月 ３１日

テクノレント株式会社（単位：円）

科目 金

　　　　

額

売

　　　　　　

上

　　　　　　

高

レンタル料収入

その他の収入

１４′６５３′７５５′１８１

２′７１７′５６４′８１３
１７′３７１′３１９′９９４

１４′１７７′１５２′０６６

売

　　　　

上

　　　　

原

　　　　

価

レンタル資産減価償却費

その他のレンタル収入原価

その他の原価

資金原価

合

　　　　　　　　　　　　　　

計

１１′２５１′２８８′７５１

１′３１５′５１１′８５４

１′５３３′１４７′７９１

　

７７′２０３′６７０

１４′１７７′１５２β６６

売

　　

上

　　

総

　　

利

　　

益

販 売 費 及 び一 般 管 理 費 ２′０５６′４１３′８１９

３′１９４′１６７′９２８

２′０５６′４１３′
８１９

営

　　　　

業

　　　　

利

　　　　

益

営

　　

業

　　

外

　　

収

　　

益

受取利息・配当金

その他の営業外収益

営

　　

業

　　

外

　　

費

　　

用

その他の営業外費用

　

４５２′２５２

１２′５２５′６８９

８′９５５′９８７

１′１３７′７５４′１０９

　

１２′９７７′９４１

　

８′９５５′９８７

経

　　　　

常

　　　　

利

　　　　

益

税

　

引

　

前

　

当

　

期 純

　

利

　

益

法

　

人

　

税 及

　

び

　

住

　

民

　

税

　

等

法人税等更正又は決定税額

法

　

人

　

税

　

等 調

　

整

　

額

当

　　

期 純

　　

利

　　

益

１′１４１′７７６′０
６３

１′１４１′フ７６′０６３

４８３′２４６′８５６

　

１１′１７３′８００

△１４４′９０１′４２６

７９２′２５６′８３３当

７



株主資本等変動計算書
目

　

２０２４年 ４月

　

１日

至

　

２０２５年

　

３月 ３１日

テクノレント株式会社（単位：円）

株主資本

資本金

４９９′０００′０００

４９９′０００′０００

当期首残高

当期変動額

　　

増資

当期変動額

　　

減資

当期末残高

資本剰余金

３１１′０００′０００

３１１′０００′０００

その他資本剰余金

　　　　

当期首残高

　　　　　　　　　　

当期変動額

　　　　　　　　　　　

当期末残高

資本剰余金合計

　　　　　

当期首残高

　　　　　　　　　　

当期変動額

　　　　　　　　　　

当期末残高

３１１′０００′０００

３１１′０００′０００

利益剰余金

５′６３８′９３３′８９６

７９２′２５６′８３３

６／４３１′１９０′７２９

その他利益剰余金

　

繰越利益剰余金

　　　

当期首残高

　　　　　　　　　　

当期変動額

　　

当期純利益

　　　　　　　　　　

当期末残高

利益剰余金合計

　　　　　

当期首残高

　　　　　　　　　　

当期変動額

　　　　　　　　　　

当期末残高

５′６３８′９３３′８９６

７９２′２５６′８３３

６′４３１′１９０′７２９

株主資本合計

６′４４８′９３３′８９６

７９２′２５６′８３３

７′２４１′１９０′７２９

当期首残高

当期変動額

当期末残高

純資産合計

当期首残高

当期変動額

当期末残高

６′４４８′９３３′８９６

７９２′２５６′８３３

７′２４１′１９０′フ２９

８



個別注記表

１，重要な会計方針

　

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　

先入先出法に基づく原価法

（２） 固定資産の減価償却の方法

　

ａ）有形固定資産

　　　

レンタル資産及び器具備品 … …・・定額法

　　　

建物 … … … … … … … …，・定率法（２０１６年３月３１日以前に取得した資産）

定額法（２０１６年４月１日以後に取得した資産）

なお、主な耐用年数は、レンタル資産

　

２～

　

５年

器具備品

　　

４～１５年

建物

　　　

１０～１５年

ｂ）無形固定資産

　

定額法

　

なお、主な耐用年数は、ソフトウエア

　

５年

（３） 引当金の計上基準

　　

貸倒引当金… …＝債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率、賞倒懸念債権及び破産更

生債権については財務内容評価法によっております。

賞与引当金… … ＝従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金…・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき当期末において発生していると認められる額を計上しております。

（４） リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５） 消費税等の会計処理

　　

消費税等の取扱いは税抜方式で処理しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　　

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

種

　

類 前期末株式数 当期増加数 当期減少数 当期末株式数

発行済株式 普通株式 １６， ＺＯＯ株
１６， ２００株

合

　

計 １６， ２００株
１６， ２００株

自己株式 普通株式 ○株 ０株

合

　

計 ０株 ０株

９



２０２５年５月１６日

テクノレント株式会社

代表取締役社長 黒川

　

憲 司

　

殿

監 査 役

　

松

　

上

　

恵 美

監査報告書の提出について

会社法第３８１条第１項の規定に基づき監査報告書を作成しましたので、別紙のと著郷

提出いたします。

以上

ＩＱ



監査報告書

　

２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日までの事業年度の取締役の＝湖努の執行に関して、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１，監査の方法及びその内容

　

監査役は、取締役及び従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めると

ともに、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役及び従業員等か
らその＝湖男の執行状況にっし、て

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業
務及び財産の状況を調査い

たしました。

　

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について
検討いたしまし

′と。

　

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る
計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細聾について検討いた

しました。

２，監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

　　

認めます。

　

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適

正に表示してし、るものと認めます。

２０２５年５月１６日

テクノレント株式会社

１１
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